
⽇本国憲法第25条
出典: フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』

⽇本国憲法 第25条は、⽇本国憲法第3章にあり、社会権のひとつである⽣存権と、国の社会的使命につい
て規定している。
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条⽂

第⼆⼗五条[1] すべて国⺠は、健康で⽂化的な最低限度の⽣活を営む権利を有する。

国は、すべての⽣活部⾯について、社会福祉、社会保障及び公衆衛⽣の向上及び増進に努めなければ
ならない。

沿⾰

⼤⽇本帝国憲法
なし

GHQ草案[2]

◾ （⽇本語）

第⼆⼗四条 有ラユル⽣活範囲ニ於テ法律ハ社会的福祉、⾃由、正義及⺠主主義ノ向上発展ノ為ニ⽴
案サラルヘシ
⾃由、普遍的且強制的ナル教育ヲ設⽴スヘシ
児童ノ私利的酷使ハ之ヲ禁⽌スべシ
公共衛⽣ヲ改善スべシ
社会的安寧ヲ計ルヘシ
労働条件、賃銀及勤務時間ノ規準ヲ定ムヘシ

◾ （英語）

Article XXIV. In all spheres of life, laws shall be designed for the promotion and extension of 
social welfare, and of freedom, justice and democracy.
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Free, universal and compulsory education shall be established.
The exploitation of children shall be prohibited.
The public health shall be promoted.
Social security shall be provided.
Standards for working conditions, wages and hours shall be fixed.

憲法改正草案要綱[3]

第⼆⼗三 法律ハ有ラユル⽣活分野ニ於テ社会ノ福祉及安寧、公衆衛⽣、⾃由、正義並ニ⺠主主義ノ
向上発展ノ為ニ⽴案セラルベキコト

憲法改正草案[4]

第⼆⼗三条 法律は、すべての⽣活分野について、社会の福祉及び安寧並びに公衆衛⽣の向上及び増
進のために⽴案されなければならない。

帝国憲法改正案[5]

第⼆⼗三条 法律は、すべての⽣活部⾯について、社会の福祉、⽣活の保障及び公衆衛⽣の向上及び
増進のために⽴案されなければならない。

⽇本国憲法
第⼆⼗五条 すべて国⺠は、健康で⽂化的な最低限度の⽣活を営む権利を有する。
国は、すべての⽣活部⾯について、社会福祉、社会保障及び公衆衛⽣の向上及び増進に努めなければ
ならない。

最⾼裁判例

◾ ⾷糧管理法違反 (http://www.courts.go.jp/search/jhsp0030?
action̲id=dspDetail&hanreiSrchKbn=02&hanreiNo=32361&hanreiKbn=01)（最⾼裁判例 昭和
23年12⽉01⽇）憲法76条、憲法81条

◾ 朝⽇訴訟（最⾼裁判例 昭和42年5⽉24⽇）
◾ 三井美唄労組事件 (http://www.courts.go.jp/search/jhsp0030?

action̲id=dspDetail&hanreiSrchKbn=02&hanreiNo=27569&hanreiKbn=01)（最⾼裁判例 昭和
43年12⽉04⽇）憲法15条1項、憲法28条

◾ 堀⽊訴訟（最⾼裁判例 昭和57年7⽉7⽇）憲法13条、憲法14条
◾ 塩⾒訴訟 (http://www.takagai.jp/catchaser/hanrei/sch010302g1363-68.html)（最⾼裁判例 平

成1年3⽉2⽇）
◾ 厚⽊基地公害訴訟 (http://www.courts.go.jp/search/jhsp0030?

action̲id=dspDetail&hanreiSrchKbn=02&hanreiNo=25740&hanreiKbn=01)（最⾼裁判例 平成
5年02⽉25⽇）

学説

◾ 抽象的権利説
◾ 具体的権利説

関連条⽂

◾ ⽇本国憲法第13条（幸福追求権）
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◾ ⽣活保護法

脚注

1. ^ 「⽇本国憲法」 (http://law.e-gov.go.jp/cgi-
bin/idxselect.cgi?IDX̲OPT=1&H̲NAME=%8c%
9b%96%40&H̲NAME̲YOMI=%82%
a0&H̲NO̲GENGO=H&H̲NO̲YEAR=&H̲NO̲TYP
法令データ提供システム。

2. ^ 「GHQ草案」 
(http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/076
国⽴国会図書館「⽇本国憲法の誕⽣」。

3. ^ 「憲法改正草案要綱」 
(http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/09
国⽴国会図書館「⽇本国憲法の誕⽣」。

4. ^ 「憲法改正草案」 
(http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/03/09
国⽴国会図書館「⽇本国憲法の誕⽣」。

5. ^ 「帝国憲法改正案」 
(http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/04/11
国⽴国会図書館「⽇本国憲法の誕⽣」。

関連項目

◾ プログラム規定説
◾ 環境権
◾ 社会権
◾ ⽣存権
◾ ⽂化的
◾ 社会保障
◾ 福祉
◾ 社会政策
◾ 朝⽇訴訟

外部リンク
stub

「 oldid=52124701&条25憲法第国⽇本http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title= 」から取得 

カテゴリ: ⽇本国憲法

◾ 最終更新 2014年6⽉29⽇ (⽇) 06:54 （⽇時は個⼈設定で未設定ならばUTC）。
◾ テキストはクリエイティブ・コモンズ 表⽰-継承ライセンスの下で利⽤可能です。追加の条件が

適⽤される場合があります。詳細は利⽤規約を参照してください。
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